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第２期厚岸町地域公共交通計画の概要 

 

１. 経緯 

 令和５年３月３１日作成 

 令和５年４月２１日公表 

 令和６年５月１５日改訂 

改訂理由：令和２年１１月の「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の

改正に合わせる形で、地域公共交通計画における補助系統等の位置づ

けの補助要件化（計画制度と補助制度の連動化）を受けたため 

 

２. 厚岸町地域公共交通計画の区域 

 厚岸町全域 

 

３. 厚岸町地域公共交通計画に関する基本方針 

 【基本方針】既存資源の活用により共に創り上げる持続可能な公共交通体系の構築 

・地域の足を支える公共交通の確保・維持について更なる検討を行うとともに既

存の輸送資源（事業者・人材・車両等）を最大限活用しながら、町民協働のも

とで効率的・効果的な公共交通体系の構築を図る。 

また、利用者にとって、利便性が高く、事業者・行政等の負担の少ない持続可

能な公共交通ネットワークの確保・維持を実現していく。  

 

４. 厚岸町地域公共交通計画の目標 

① デマンドバスの路線数 

  ５路線（令和４年） ⇒ ５路線（令和９年） 

② デマンドバスの利用者数 

  ８０４人（令和４年度） ⇒ １，０００人（令和９年度） 

③ 市街地内の運行路線数（路線バス） 

  １路線（令和４年） ⇒ ２路線（令和９年） 

④ 市街地内を運行する路線バスの利用者数 

  ３０，０２６人（令和４年度） ⇒ ３０，１００人（令和９年度） 

⑤ 広域交通の便数 

  ２４便（ＪＲ１４便／バス１０便）（令和４年度） ⇒ ２４便（ＪＲ１４便／

バス１０便）（令和９年度） 

⑥ ＪＲ花咲線の利用者数 
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  ４１，６５２人（令和４年度） ⇒ ４１，７００人（令和９年度） 

⑦ 路線バス厚岸・釧路線の利用者数 

  １０２，３５１人（令和４年度） ⇒ １０２，４００人（令和９年度） 

 

⑧ 公共交通全体の収支 

  ２９．５％（令和４年） ⇒ ２９．５％（令和９年） 

⑨ 公的資金投入額の推移 

  約８，９００万円（令和４年） ⇒ 約８，９００万円（令和９年） 

 

５. 事業の概要及び事業の実施主体 

 ① 市街地の通院・買い物等の生活移動を支える交通手段の確保（実施主体：交通

事業者） 

 ② 郊外の生活の足を支える輸送資源の確保（実施主体：厚岸町（交通事業者への

運行委託）） 

 ③ 夜間移動を支援する交通手段の確保（実施主体：厚岸町、交通事業者、関係 

団体） 

 ④ 担い手不足に対応した取組の支援（実施主体：厚岸町、交通事業者） 

⑤ 町内交通との連携による交通拠点における乗り継ぎ利便性の確保（実施主体：

厚岸町） 

⑥ 町内交通との一体的な利用促進の実施（実施主体：厚岸町） 

  ⑦ 広域路線バスによるニーズに応じた運行の維持・改善（実施主体：厚岸町、交

通事業者、町民） 

⑧ ＪＲ花咲線の利用促進（実施主体：厚岸町、交通事業者） 

⑨ 高齢者等が移動しやすい環境づくり（実施主体：厚岸町、交通事業者） 

⑩ 輸送支援に包括的な情報発信（実施主体：厚岸町、民間事業者） 

⑪ 継続的な住民との対話型の説明会等による情報提供と課題の抽出（実施主体：

厚岸町、交通事業者、町民） 

⑫ ＭａａＳ等のＩＣＴ技術を活用した取組の検討（厚岸町、交通事業者） 

  

６. 地域公共交通計画の達成状況の評価に関する事項 

  公共交通に係る各事業や取組の施策については、厚岸町・町民・交通事業者等で 

構成される「厚岸町地域公共交通活性化協議会」を通じて、施策の進捗状況、効果 

や妥当性の確認を行いつつ、P-D-C-Aマネジメントサイクルのもとで実行する。 

具体的には、1年から 2年の短期で実施状況の確認・評価を行い、必要に応じて

事業や取組の内容を見直す。また、本計画で掲げた達成度評価指標の数値目標の評
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価を 5年後に実施し、計画全体の妥当性の確認と見直しの必要性について検証す

る。 

 

７. 計画期間 

 令和５年度～令和９年度（５年間） 

８. 法第６条に定める協議会の有無 

「有」     ・設立年月日：平成２９年３月２３日  

・名   称：厚岸町地域公共交通活性化協議会 

・構 成 員：別添のとおり 

 

９. 法第５条第１０項に定められている関係者との協議 

 ・協  議  の  場：厚岸町地域公共交通活性化協議会 

 ・協議成立年月日：平成３０年２月８日 

 

１０. 法第５条第７項に定められている利用者の意見の反映 

 ① 厚岸町地域公共交通活性化協議会に以下の団体から代表者が委員として参画 

し、計３回にわたって協議会で議論を行った。 

・厚岸町自治会連合会 

・厚岸町老人クラブ連合会 

・厚岸町女性団体連絡協議会 

・厚岸町商工会 

・厚岸町観光協会 

・宮園鉄北自治会 

・奔渡自治会 

・太田自治会 

・若松自治会 

・床潭自治会 

・尾幌自治会 

② 地区を代表する各自治会長とバス利用者を対象として、公共交通に関するアン

ケート調査を行った。 

 

１１. その他 

 ① 法第７条による提案の有無について 

「無」 

  ② 国の支援制度の活用について 
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・平成３０年１０月１日から町内郊外部と市街地を結ぶデマンドバスの運行開始

を予定しており、地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金を活用してい

る。 

・デマンドバスの運行開始に合わせ、車両を購入したため車両減価償却費等国庫

補助金の活用している。 


